
市町の地域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築支援事業の概要 

 

 

１ 背景 

地域包括ケアシステムは、全国統一標準的なモデルが存在するわけではなく、地域

の実情に応じた仕組みとする必要がある。その実現には、各市町の自律的な取組が重

要になるが、個別性の高い課題への対策の検討を、日常業務を行いながら進めていく

ことは容易ではない。 

 

2 現状・課題 

これまで県では、地域課題を抽出する地域ケア会議（個別会議）の運営支援や、デ

ータ分析の方法やツール（「見える化」システムや保険者シート等）に係る研修会の

開催により地域課題解決のための市町支援を行ってきたところ。 

しかしながら、ヒアリングやアンケート調査において、地域ケア会議（個別会議）

や、普段の業務において浮かび上がってきた課題に対して、どのデータを用いて分析

し、どのようにアプローチすればよいのかノウハウが無いため、具体的な施策展開に

至っていないことが課題であると回答する市町は多い。 

これは、多くの市町で、「課題抽出」と「データ分析による目標設定」が結びつい

ておらず、施策展開にまで至る流れが設計できていないことが主な要因であると推察

される。 

ついては、課題分析や目標設定の方法についてノウハウを持ったアドバイザーによ

り、「課題を抽出し、データ分析から目標設定を行い、施策展開する」という一連の

流れを設計するための、個別的な市町支援を実施する必要がある。 

 

３ 目的 

各市町が地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築を自律的に進められるよ

う、具体的な課題分析や目標設定の方法について個別支援を通じて各市町に伝達する

とともに、アウトカム指標を意識したデータの活用方法について理解を深め、目標達

成に必要な施策の検討といった一連の流れを設計するための支援を行うことを目的と

する。 

 

４ 事業期間 

令和３年度から令和５年度（３か年） 

 

５ 事業概要 

（１）総論セミナ-の開催（1、2年目：５月頃 、 ３年目：7月頃） ※全市町が対象 

新任の職員が短期間で地域包括ケアシステムの理解を深めるための講義として、地 

域包括ケアシステムとその行政業務の正しい認識についての研修（座学）を実施する。 

なお、２、３年目には、前年度の成果を報告し、３年目には、国から提示される介

護保険事業計画の基本指針案について解説する。 
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（２）地域の実態を把握するための調査実施（９-11月頃） ※全市町が対象 

地域包括ケアシステムのアウトカム指標となる、「要介護者が住み慣れた住まいで

暮らし続けられているかどうか」等の地域実態を把握するための調査を、毎年度実施

する。 

なお、事業所等への調査様式の配布、回収、エクセルへの取りまとめまでは各市町

で実施してもらい、それを集計分析し、市町単位での報告書の作成・提供を行う。 

 

（３）個別支援 ※年間３市町対象 

毎年度３市町を対象に、年３回のアドバイザー派遣を実施する。 

地域の課題分析への支援を行い、目標の設定、目標の達成に必要となる取組につい

て特定する他、必要に応じて地域包括ケアシステムを構築するための道筋を示す「地

域包括ケアロードマップ」の作成を支援する（課題分析の進捗によって作成が難しい

場合もあるため、作成は市町の任意として、個別に判断） 

 

◆ 令和３年度のスケジュール等 

（１）総論セミナ-（地域包括ケアシステム構築支援セミナー）○済  

○開催日時：令和３年８月２日（月） 13：00～16：30 

○開催場所：テクノプラザ愛媛 テクノホール（同時にオンラインで配信） 

 

（２）地域の実態を把握するための調査実施（居所変更実態調査） 

○実施調査：居所変更実態調査 

○調査時期：10月中旬から実施予定 

○調査目的：過去１年間で施設・居住系サービスから居所を変更した方の人数やそ 

の理由等を把握し、調査結果に基づいた議論等により、施設・居住系 

サービスの生活の継続性を高めるために必要な機能等を検討し、具体 

的な取組につなげる。 

 

（３）個別支援（宇和島市、東温市、久万高原町） 

○第１回：８月３日～４日○済  

○第２回：11月8日～10日（予定） 

○第３回：未定 

 




